
個
人
保
証
に
依
存
す
る
金
融
機
関
、

問
わ
れ
る「
脱
保
証
」へ
の
本
気
度

金
融
庁
が
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
活
用
を
よ
り
強
力
に
促
す
流
れ
に

も
た
つ
く「
脱・経
営
者
保
証
」

特集さ
ほ
ど
変
わ
ら
な
い 

金
融
機
関
の
取
組
み
実
態

　

２
０
１
４
年
２
月
に
適
用
さ
れ
た

経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
。
こ
れ

は
金
融
機
関
が
融
資
に
あ
た
っ
て
経

営
者
保
証
を
徴
求
す
る
際
の
規
律
や

考
え
方
を
定
め
た
も
の
だ
。
中
小
企

業
の
経
営
者
や
中
小
企
業
団
体
な
ど

か
ら
、「
融
資
の
際
に
金
融
機
関
か

ら
求
め
ら
れ
る
経
営
者
保
証
が
中
小

企
業
の
成
長
や
事
業
承
継
を
阻
害
し

て
い
る
」
と
の
批
判
が
相
次
い
だ
こ

と
を
踏
ま
え
て
策
定
さ
れ
た
。
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に
よ
り
、
経
営
者
保
証
に

頼
ら
な
い
融
資
へ
の
取
組
み
が
期
待

さ
れ
た
が
、
金
融
機
関
の
実
態
は
さ

ほ
ど
変
わ
っ
て
い
な
い
。

　

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
適
用
後
、
金
融
庁

は
半
期
に
１
度
、
金
融
機
関
の
保
証

徴
求
の
状
況
に
つ
い
て
詳
し
い
計
数

を
集
計
し
、
公
表
し
て
い
る
。
そ
れ

に
よ
る
と
、「
新
規
融
資
に
占
め
る

経
営
者
保
証
に
依
存
し
な
い
融
資
の

割
合
」
は
16
・
１
％
（
17
年
10
月
〜

18
年
３
月
の
実
績
）
で
、
15
年
４
月

〜
９
月
の
12
％
か
ら
微
増
に
と
ど
ま

っ
て
い
る
。
一
部
の
地
銀
や
信
金
で

は
、
５
〜
８
割
と
い
っ
た
高
い
数
字

を
示
す
と
こ
ろ
も
あ
る
が
、
１
割
程

度
に
と
ど
ま
る
金
融
機
関
が
圧
倒
的

だ
。
さ
ら
に
、
業
態
間
の
格
差
も
目

立
ち
、「
メ
ガ
バ
ン
ク
で
約
３
割
、

地
銀
で
約
２
割
、
信
金
・
信
組
は
１

割
程
度
」（
金
融
庁
幹
部
）
の
状
況

だ
と
い
う
。
金
融
庁
は
「
金
融
機
関

「
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
適
用
が
始
ま
っ
て
か
ら
約
４
年
半
。
６
月
27
日
に
金
融
庁
が

公
表
し
た
最
新
の
数
字
に
よ
れ
ば
、「
新
規
融
資
に
占
め
る
経
営
者
保
証
に
依
存
し
な
い
融
資
の
割
合
」
は
16

・
１
％
（
17
年
10
月
～
18
年
３
月
の
実
績
）
に
と
ど
ま
り
、
依
然
と
し
て
経
営
者
保
証
に
依
存
す
る
金
融
機

関
の
実
態
が
浮
か
び
上
が
る
。
こ
う
し
た
実
態
を
政
府
や
自
民
党
も
問
題
視
し
て
お
り
、
金
融
庁
は
今
事
務

年
度
以
降
、
金
融
機
関
の
融
資
慣
行
や
保
証
に
対
す
る
考
え
方
の
是
正
に
力
を
入
れ
て
い
く
方
針
だ
。
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超
高
齢
社
会
を
迎
え

期
待
を
集
め
る
民
事
信
託

　

高
齢
化
率
（
65
歳
以
上
の
高
齢
者
が
全
人
口
に

占
め
る
割
合
）
が
30
％
に
達
す
る
２
０
２
５
年
。

認
知
症
患
者
数
は
７
３
０
万
人
に
達
し
、
高
齢
者

の
20
％
を
占
め
る
と
も
予
想
さ
れ
て
い
る
。
他
方
、

現
時
点
で
家
計
金
融
資
産
の
約
３
分
の
２
を
60
歳

以
上
の
世
帯
が
保
有
し
て
い
る
た
め
、
そ
の
財
産

管
理
が
大
き
な
課
題
に
な
る
。

　

超
高
齢
社
会
に
対
応
し
た
財
産
管
理
の
た
め
の

方
策
の
一
つ
が
、
家
庭
裁
判
所
が
選
任
す
る
成
年

後
見
人
等
が
財
産
の
管
理
を
行
う
「
成
年
後
見
制

度
（
法
定
後
見
）」
だ
。
た
だ
、
親
族
後
見
人
に

よ
る
金
銭
の
流
用
な
ど
の
不
正
が
相
次
い
だ
こ
と

か
ら
、
士
業
な
ど
の
第
三
者
を
後
見
人
等
に
選
任

す
る
ケ
ー
ス
が
増
え
、
17
年
実
績
で
は
73
・
８
％

を
占
め
る
。
不
正
を
防
止
す
る
目
的
で
「
後
見
制

度
支
援
信
託
」
や
「
後
見
支
援
預
金
」
の
活
用
も

進
ん
で
き
た
が
、
成
年
後
見
制
度
は
判
断
能
力
が

低
下
し
て
か
ら
事
後
的
に
利
用
す
る
制
度
で
あ
り
、

財
産
の
積
極
的
な
運
用
も
で
き
な
い
な
ど
、
必
ず

し
も
利
便
性
は
高
く
な
い
。
結
果
と
し
て
、
利
用

者
数
は
17
年
末
時
点
で
21
万
人
程
度
に
と
ど
ま
る
。

　

そ
こ
で
注
目
が
集
ま
っ
て
き
た
の
が
「
民
事
信

託
」
だ
。
民
事
信
託
で
は
、
信
託
銀
行
や
信
託
会

社
が
受
託
者
と
な
る
商
事
信
託
と
は
異
な
り
、
信

頼
で
き
る
家
族
な
ど
が
受
託
者
と
な
る
。
例
え
ば
、

子
ど
も
が
受
託
者
と
し
て
親
名
義
の
不
動
産
を
管

理
・
運
用
し
、
そ
れ
に
よ
る
収
益
は
親
が
受
益
者

と
し
て
受
け
取
る
と
い
っ
た
契
約
だ
。
本
人
の
判

断
能
力
が
あ
る
段
階
で
信
託
契
約
を
締
結
す
れ
ば
、

親
の
死
後
の
受
益
者
は
長
男
、
長
男
の
死
後
は
長

女
な
ど
、
数
世
代
に
わ
た
る
管
理
・
承
継
の
ス
キ

ー
ム
が
実
現
で
き
る
。
コ
ス
ト
面
で
も
成
年
後
見

制
度
よ
り
負
担
は
軽
い
。

　

金
融
機
関
に
は
、
受
託
者
に
よ
る
「
信
託
口
」

口
座
の
開
設
や
、
財
産
の
収
益
化
に
向
け
た
融
資

な
ど
の
役
割
が
期
待
さ
れ
る
。
例
え
ば
、
三
井
住

友
信
託
銀
行
で
は
16
年
５
月
か
ら
、
信
託
口
口
座

の
提
供
を
中
心
と
し
た
「
民
事
信
託
サ
ポ
ー
ト
サ

ー
ビ
ス
」
を
展
開
。
城
南
信
金
や
西
武
信
金
、
横

浜
信
金
で
も
民
事
信
託
の
サ
ポ
ー
ト
を
打
ち
出
し

て
い
る
。
ま
た
、
地
銀
で
も
16
年
９
月
の
広
島
銀

行
を
皮
切
り
に
、「
民
事
信
託
対
応
ア
パ
ー
ト
ロ

ー
ン
」
を
導
入
す
る
動
き
な
ど
が
広
が
っ
て
い
る
。

問
題
の
あ
る
民
事
信
託
案
件

　

と
こ
ろ
が
、
実
際
に
金
融
機
関
に
持
ち
込
ま
れ

る
民
事
信
託
案
件
の
中
に
は
、
ス
キ
ー
ム
に
問
題

が
あ
る
事
例
が
散
見
さ
れ
る
。

　

ま
ず
挙
げ
ら
れ
る
の
が
、
遺
留
分
の
侵
害
だ
。

子
の
一
人
が
受
託
者
で
、
親
の
死
後
の
受
益
者
に

も
な
っ
て
お
り
、
信
託
財
産
以
外
の
財
産
を
考
慮

し
て
も
他
の
相
続
人
の
遺
留
分
を
侵
害
し
て
い
る

よ
う
な
ケ
ー
ス
で
は
、
申
立
て
が
あ
れ
ば
信
託
契

約
自
体
が
無
効
に
な
っ
て
し
ま
う
。
他
の
相
続
人

が
信
託
契
約
に
つ
い
て
知
ら
さ
れ
て
い
な
い
な
ど
、

相
続
人
同
士
の
ト
ラ
ブ
ル
に
つ
な
が
る
よ
う
な
事

例
も
少
な
く
な
い
。

　

ほ
か
に
も
、
受
託
者
の
権
限
が
大
き
す
ぎ
る
ケ

ー
ス
も
問
題
だ
。
例
え
ば
、
受
託
者
が
自
由
に
受

益
者
を
変
更
す
る
権
限
を
有
す
る
契
約
や
、
信
託

財
産
を
受
託
者
の
固
有
財
産
に
帰
属
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
と
い
っ
た
契
約
は
、
委
託
者
の
本
来
の

意
思
に
沿
う
も
の
で
あ
る
と
は
言
い
に
く
い
。

　

信
託
業
法
上
の
問
題
と
な
る
可
能
性
が
懸
念
さ

れ
る
の
が
、
委
託
者
に
身
寄
り
が
な
い
と
い
っ
た

事
情
で
、
例
外
的
に
士
業
な
ど
の
専
門
家
が
受
託

超
高
齢
社
会
の
到
来
に
よ
り
、
高
齢
者
の
財
産
管
理
が
社
会
的
な
課
題
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の

有
効
な
方
策
の
一
つ
が
「
成
年
後
見
制
度
」
だ
が
、
利
便
性
を
欠
く
面
も
あ
っ
て
普
及
率
は
必

ず
し
も
高
く
な
い
。
そ
こ
で
期
待
が
集
ま
っ
て
い
る
の
が
「
民
事
信
託
」
だ
。
金
融
機
関
に
と

っ
て
は
、
収
益
物
件
の
建
設
に
よ
る
財
産
の
積
極
的
な
活
用
を
通
じ
て
融
資
に
つ
な
が
る
可
能

性
も
あ
る
。
た
だ
、
士
業
な
ど
の
専
門
家
の
取
組
み
も
成
熟
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
野
放
図

な
対
応
で
は
将
来
的
な
ト
ラ
ブ
ル
を
抱
え
込
む
こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
。

ト
ラ
ブ
ル
の
火
種
⁉

安
易
な「
民
事
信
託
」に
ご
用
心
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、
え
迎
を
了
満
間
期
税
課
非
の
て
め
初
後
入
導
度
制

欠
可
不
が
理
整
の
題
課
て
け
向
に
大
拡
野
裾
の
家
資
投

所
究
研
場
市
本
資
村
野

員
究
研
任
主

本
宮

 

子
知
佐

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
発
足
５
年
目
、金
融
機
関
に

求
め
ら
れ
る
戦
略
の
見
直
し

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
現
状

少
額
投
資
非
課
税
制
度
（
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
）
は
、
２
０
１
４
年
１
月
に
開
始

さ
れ
た
個
人
投
資
家
の
た
め
の
税
制

優
遇
制
度
で
、
毎
年
一
定
金
額
の
範

囲
内
で
購
入
し
た
株
式
・
投
資
信
託

等
の
配
当
・
譲
渡
益
等
が
非
課
税
と

な
る
。
現
在
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
に
は
、
成

年
を
対
象
と
し
た
「
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
」、
積
立
投
資
に
特
化
し
た
「
つ

み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」、
そ
し
て
未
成

年
を
対
象
と
し
た
「
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
」
の
３
種
類
が
あ
る
（
図
表
）。

制
度
開
始
直
後
は
一
般
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の

み
の
取
扱
い
だ
っ
た
が
、
開
始
直
前

の
２
０
１
３
年
末
の
日
経
平
均
株
価

が
１
万
６
２
９
１
円
、
そ
の
後
の
株

価
は
お
お
む
ね
上
昇
基
調
だ
っ
た
た

め
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
利
用
を
通
じ
て
投
資

の
成
功
体
験
を
得
ら
れ
た
人
は
多
か

っ
た
と
み
ら
れ
る
。

金
融
庁
の
利
用
状
況
調
査
に
よ
る

と
、
18
年
３
月
末
時
点
の
一
般
Ｎ
Ｉ

Ｓ
Ａ
口
座
数
は
１
１
１
７
万
１
８
９

３
口
座
、
総
買
付
額
は
約
13
兆
９
２

８
７
億
円
で
あ
る
。
世
代
別
に
見
る

と
、
60
歳
以
上
が
口
座
数
の
約
52
％
、

総
買
付
額
の
約
59
％
を
占
め
る
。
ま

た
、
普
及
率
（
口
座
数
／
対
象
人

口
）
は
10
・
６
％
で
あ
る
。

思
惑
が
絡
み
制
度
が
複
雑
に

開
始
後
４
年
間
で
急
速
に
普
及
が

進
ん
だ
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
海
外
か
ら
も

大
き
な
関
心
を
集
め
て
い
る
。
一
方

で
、
外
国
関
係
者
に
仕
組
み
を
説
明

す
る
と
彼
ら
は
し
だ
い
に
怪
訝
な
表

情
に
な
り
、「
な
ぜ
そ
の
よ
う
な
複

雑
な
仕
組
み
な
の
か
」
と
い
う
質
問

を
浴
び
せ
て
く
る
。

こ
の
質
問
に
答
え
る
に
は
、
制
度

が
設
立
さ
れ
た
経
緯
を
説
明
す
る
必

要
が
あ
る
。
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
当
初
か
ら

口
座
開
設
期
間
が
「
14
年
か
ら
10
年

間
」
と
い
う
時
限
措
置
と
し
て
導
入

さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
、

証
券
優
遇
税
制
を
廃
止
し
、
配
当
・

譲
渡
益
の
税
率
を
10
％
か
ら
20
％

（
復
興
特
別
所
得
税
除
く
）
へ
と
引

２
０
１
４
年
１
月
に
開
始
さ
れ
た
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
制
度
開
始
直
後
は
投
資
経
験
者
を
中
心
に
口
座
数
が
急
増
し
た
が
、
そ

の
後
は
伸
び
が
鈍
化
し
、
普
及
へ
向
け
た
課
題
も
多
い
。
当
面
急
が
れ
る
の
は
、
制
度
の
恒
久
化
、
ス
イ
ッ
チ
ン
グ
の
認

可
、
相
続
時
の
対
応
を
進
め
る
こ
と
だ
が
、
新
規
利
用
者
を
広
げ
る
に
は
よ
り
直
接
的
な
税
制
面
で
の
ア
ピ
ー
ル
も
必
要

に
な
ろ
う
。
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
今
年
で
５
年
目
と
な
り
、
導
入
後
初
の
非
課
税
期
間
満
了
の
タ
イ
ミ
ン
グ
を
迎
え
る
。
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
を
推
進
す
る
金
融
機
関
は
、
現
状
の
課
題
を
整
理
し
た
う
え
で
顧
客
獲
得
の
た
め
の
真
摯
な
取
組
み
が
求
め
ら
れ
る
。
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